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研究成果の概要（和文）：医療機関等の災害用医薬品備蓄の状況と市民の医薬品の備蓄の現状を調査するため、
アンケート調査を行った。その結果、①医師、薬剤師、介護職が各職場で備蓄すべきと考える医薬品の種類に相
違があること、②健康的な回答者が多い一般市民と日常的に服薬を行っている市民とでは医薬品備蓄に対する考
え方等に相違があること、③医療系専門職と一般市民の間には、市民が備蓄しておくべき医薬品の種類について
相違があることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：We conducted a questionnaire survey. The purpose of the survey is to 
investigate the state of the hospital's stock of drugs and the stock of citizen's drugs. As a 
result, (1) the types of drugs to be stock in the workplace were different depending on the 
occupation of professionals,(2)The way of thinking about the pharmaceutical stock was different 
between a healthy general citizen and a sick citizen,(3)There was a difference between medical 
professionals and general citizens about the types of drugs that citizens should stock.

研究分野：医療政策
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１．研究開始当初の背景 
2011 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生
し、多くの医療支援が被災地に対して行われ
た。 
しかし、1995 年の阪神淡路大震災と比較
して挫滅症候群などの外傷患者は少なく、急
性期医療よりも避難所における慢性疾患患
者への治療ニーズが大きかったという報告
がある。また、被災地に持ち込まれた医薬品
と被災者のニーズが合わなかったという報
告もされていた。 
中島は災害拠点病院を対象に災害用備蓄
在庫の現状と東日本大震災への支援状況に
ついて調査したが、災害拠点病院の多くが備
蓄在庫の設置に大きな負担を感じており、在
庫の使用ルールを定めていない医療機関が
65.2％にのぼることが明らかとなった。また、
東日本大震災で需要が高かった医薬品は生
活習慣病系医薬品や睡眠導入剤等であった
ことも明らかになった。 
被災者の多くが津波等で日常服用してい
る医薬品を失ったと考えられるが、果たして
どの程度の医薬品の備蓄を患者自身が行っ
ていたのかについては明らかになっていな
い。また、患者自身の備蓄量を考慮したうえ
での災害用備蓄在庫の適正規模について論
じられてはいなかった。 
日本は国民の医療へのアクセスが大変優
れており、医療機関への通院や医薬品の処方
に対する垣根が低い。また、薬局やドラッグ
ストアで、気軽に一部の医薬品を求めること
が可能であり、一定の疾病に対してはセルフ
メディケーションが浸透していると考えら
れる。 
東日本大震災で需要が高かった医薬品は、
市民のセルフメディケーションによって対
処可能な疾病に関するものも多かったと考
えられたため、市民のセルフメディケーショ
ンと医薬品備蓄の実態を調査する必要があ
ると考えた。 
また、医療機関、薬局といった災害時にお
ける医薬品提供の核となる施設だけでなく、
人口の高齢化にともなって存在感が増して
いる介護施設においても医薬品備蓄の現状
を把握する必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は①東日本大震災における
医薬品活用の問題点を諸資料によって把握
すること、②医療機関、薬局、介護施設にお
ける災害用医薬品備蓄の状況を把握するこ
と、③一般市民の医薬品のセルフメディケー
ションと医薬品備蓄状況を把握すること、④
慢性的な疾患を有する市民の医薬品服薬状
況と備蓄状況を把握することである。 
 
３．研究の方法 
本研究の主要な部分はネットリサーチで
ある。過去の先行研究等を参考にし、調査対
象と質問項目を設定した。 

ネットリサーチ専門業者に依頼し、医師対象
調査、薬剤師対象調査、介護職対象調査、一
般市民対象調査（高齢化率高エリア）、一般
市民対象調査（高齢化率低エリア）、慢性疾
患薬服薬市民対象調査（高血圧症、2 型糖尿
病、喘息、アトピー性皮膚炎の市民）、向精
神薬服薬市民対象調査（うつ病、不眠症の市
民）の７つの調査を実施した。 
 
４．研究成果 
（１）医師対象調査 
①回答者および職場の属性 

300 名から回答協力を得た。回収率は
42.2％だった。医師の所属医療機関は、災害
拠点病院が 23.0％、災害拠点病院以外の病院
が 43.7％、有床診療所が 4.0％、無床診療所
が 28.0％、その他が 1.3％であった。また、
回答者の平均経験年数は 25.1年だった。 
在宅医療へ参画を行っている医師は

20.7％いた。 
なお、勤務先周辺の 2次災害リスク（複数
回答可）については、火災の延焼が 37.0％、
津波が 18.3％、土砂災害が 18.0％、洪水が
26.3%、液状化現象が 13.7％、帰宅難民が
25.0％、危険なしは 16.7％だった。 
 
②職場の医薬品備蓄について 
勤務先の災害用医薬品備蓄について、「あ
る」という回答は 45.0％、「ない」が 28.3％、
「わからない」が 26.7％だった。 
また、医薬品備蓄の費用は誰が負担すべき
であるかという設問（複数回答可）に対して、
「国」が最も多く 70.3％だった。 
なお、災害時に備えた医薬品融通のための
事前協定先（複数回答可）についてたずねた
ところ「薬剤師会」が 7.7％、「薬局」が 5.7％、
「卸業者」が 6.7％、「他の災害拠点病院」が
9.7％、「近隣の医療機関」が 9.7％、「医師会」
が 12.7％、「その他」は 1.7％、「わからない」
が 72.3％だった。 
 
③具体的な備蓄医薬品について 
回答者の職場で優先的に備蓄すべきもの
として回答率が相対的に高かった医薬品は、
強心剤、昇圧剤、抗不整脈剤、狭心症治療剤、
降圧剤、気管支拡張剤、解熱剤・鎮痛・総合
感冒薬、抗てんかん剤、副腎皮質ステロイド
剤、糖尿病治療剤、抗菌剤であった（複数回
答可）。 
これらについてきちんと備蓄できている
と回答したのは 57.7％だった。 
市民が日頃から災害に備えて備蓄してお
くべき医薬品についてたずねたところ、回答
率が相対的に高かったものは、降圧剤、整腸
止痢剤、解熱剤・鎮痛・総合感冒薬であった
（複数回答可）。 
 
（２）薬剤師対象調査 
①回答者および職場の属性 
300名から回答協力を得た。回収率は 36.9％



だった。回答者の平均経験年数 16.8年であっ
た。なお在宅医療へ参画している薬剤師は
32.0％いた。 
回答した薬剤師の職場は、災害拠点病院が

10.0％、その他の医療機関が 17.0％、保険調
剤薬局（チェーン店）が 47.7％、保険調剤薬
局（個人経営）が 21.0％、ドラッグストア（チ
ェーン店）が 1.0％、ドラッグストア（個人
経営）が 1.3％、その他が 2.0％だった。 
職場周辺の環境についてたずねたところ、 
夜間人口が多い住宅街が 41.0％、繁華街が
3.0％、オフィス街が 10.0％、学生街が 2.3％、
日中人口と夜間人口に差が無い地域が
43.7％だった。 
また平素における職場の利用者層（複数回
答可）については、近隣在住の高齢者が
91.0％、近隣在住の労働者が 41.0％、近隣在
住の子育て世代が 43.7％、近隣在住の学生が
19.0％、近隣勤務の労働者が 30.3％、近隣学
校の学生が 15.0％、その他は 4.0％だった。 
勤務先周辺の 2次災害リスク（複数回答可）
については、火災の延焼が 52.3％、津波が
18.0％、土砂災害が 12.3％、洪水が 25.3%、
液状化現象が 11.3％、帰宅難民が 29.7％、そ
の他が 0.7％、危険なしは 14.0％だった。 
 
②職場の医薬品備蓄について 
勤務先の災害用医薬品備蓄について「あ
る」という回答は 33.0％、「ない」が 44.7％、
「わからない」が 22.3％だった。 
 医薬品備蓄費用については「国」という回
答が 77.0％で最も多かった（複数回答可）。 
 
③具体的な備蓄医薬品について 
回答者の職場で優先的に備蓄すべきもの
として回答率が相対的に高かった医薬品は、
抗不整脈剤、狭心症治療剤、降圧剤、気管支
拡張剤、解熱剤・鎮痛・総合感冒剤、抗不安
剤、糖尿病治療剤、抗菌剤であった（複数回
答可）。 
これらについて備蓄できているという回答
は 37.7％だった。 
日頃から災害に備えて市民が備蓄してお
くべき医薬品として回答率が相対的に高か
ったものは、抗不整脈剤、狭心症治療剤、降
圧剤、気管支拡張剤、整腸止痢剤、解熱剤・
鎮痛・総合感冒剤、抗てんかん剤、糖尿病治
療剤であった（複数回答可）。 
 
（３）介護職対象調査 
①回答者および職場の属性 

200 名から回答協力を得た。回収率は
23.8％だった。回答者の平均経験年数は 9.1
年であり、介護職としての立場は、介護福祉
士が 46.0％、ケアマネージャーが 17.5％、そ
の他の介護士が 36.5％であった。 
回答者の勤務先については、有料老人ホー
ムが 8.5％、サービス付き高齢者向け住宅
2.5％が、グループホームが 7.5％、特別養護
老人ホームが 21.5％、介護老人保健施設が

11.5％、介護療養型医療施設が 4.0％、ケア
ハウスが 0.5％、養護老人ホームが 2.5％、そ
の他が 41.5％だった。 
また、勤務先の要介護者について、「慢性
疾患」や「不眠」などによる服薬が多いか尋
ねたところ、「かなり多い」が 26.5％、「どち
らかというと多い」が 39.5％、「どちらかと
いうと少ない」が 23.0％、「ほとんどいない」
が 11.0％だった。 
なお、勤務先周辺の 2次災害リスク（複数
回答可）について尋ねたところ、火災の延焼
が 40.5％、津波が 15.0％、土砂災害が 21.0％、
洪水が 26.0%、液状化現象が 14.0％、帰宅難
民が 36.0％、危険なしは 16.5％であった。 
 
②職場の医薬品備蓄について 
回答者の勤務先において、災害時のための
医薬品備蓄が「ある」という回答は 43.5％、
「ない」は 24.5％、「わからない」が 32.0％
だった。 
 災害用医薬品備蓄の費用は誰が負担すべ
きかであるかという設問（複数回答可）につ
いては「国」55.5％と「区市町村」53.0％と
いう回答が多かった。 
 
③具体的な備蓄医薬品について 
回答者の職場で優先的に備蓄すべき医薬
品として回答率が相対的に高かったものは、
解熱剤・鎮痛・総合感冒剤であった。これら
について備蓄できているという回答は
48.5％であった（複数回答可）。 
市民が日頃から災害に備えて備蓄してお
くべき医薬品として回答率が相対的に高か
ったものは、降圧剤、解熱剤・鎮痛・総合感
冒剤であった（複数回答可）。 
 
（４）一般市民対象調査（高齢化率高エリア） 
①回答者の属性 

300 名から回答協力を得た。回収率は
25.3％だった。 
回答者の平均年齢は 46.3歳（20歳～76歳）
で、男性 50.0％、女性 50.0％であった。 
また、婚姻状況は未婚が 29.3％、既婚が

62.7％、離死別が 8.0％だった。 
服薬が必要な持病の有無について尋ねた
ところ、「持病あり」が 28.7％、「持病なし」
は 71.3％だった。 
同居家族については、「持病のない家族と
同居」が 60.7％、「持病のある家族と同居」
が 26.3％、「一人暮らし」が 13.0％であった。 
なお、「かかりつけ医」がある回答者は

45.0％で、「かかりつけ薬局」がある回答者は
32.0％、お薬手帳を持っている回答者は
67.7％だった。 
回答者の身近な 2次災害リスク（複数回答
可）については、火災の延焼が 35.0％、津波
が 16.3％、土砂災害が 19.3％、洪水が 20.3%、
液状化現象が 10.0％、帰宅難民が 11.0％、そ
の他が 2.0％、危険なしは 34.7％であった。 
 



②回答者の受診・処方動向と備蓄医薬品 
過去 1年間の医療機関への受診頻度につい
て尋ねたところ、「1年に 1回程度」が 26.7％
で最も多く、「2週間に 1回以上」は 5.7％で
あった。 
同様に過去 1年間の処方歴についても尋ねた
ところ、「一度も処方してもらっていない」
と「1年に 1回程度」が 27.7％で最も多かっ
た。OTC 医薬品の購入も過去 1 年で一度も
ない回答者が 58.3％いた。 
また、処方してもらう薬について飲み残す
ことがあるかという設問では「残すことがあ
る」という回答者が 46.0％いた。 
市民が災害時に備えて日頃から備蓄すべ
きものとしては、解熱剤・鎮痛・総合感冒剤
を挙げる回答者が多かった（複数回答可）。 
 
（５）一般市民対象調査（高齢化率低エリア） 
①回答者の属性 

300 名から回答協力を得た。回収率は
32.0％だった。 
回答者の平均年齢は 43.0歳（20歳～79歳）
で、男性 48.7％、女性 51.3％であった。婚姻
状況については、未婚 31.7％、既婚 61.7％、
離死別 6.7％だった。 
服薬が必要な持病の有無について尋ねた
ところ、「持病あり」が 27.3％、「持病なし」
は 72.7％だった。 
同居家族については、「持病のない家族と
同居」が 61.7％、「持病のある家族と同居」
が 23.3％、「一人暮らし」が 15.0％であった。 
なお、「かかりつけ医」がある回答者は

43.7％で、「かかりつけ薬局」がある回答者は
32.7％、お薬手帳を持っている回答者は
66.0％だった。 
回答者の身近な 2次災害リスク（複数回答
可）については、火災の延焼が 37.7％、津波
が 8.0％、土砂災害が 11.0％、洪水が 13.0%、
液状化現象が 9.7％、帰宅難民が 31.3％、そ
の他が 0.7％、危険なしは 38.7％だった。 
 
②回答者の受診・処方動向と備蓄医薬品 
過去 1年間の医療機関への受診頻度につい
て尋ねたところ、「受診なし」が 24.3％で最
も多く、「2週間に 1回以上」は 5.7％であっ
た。 
同様に過去 1年間の処方歴についても尋ね
たところ、「一度も処方してもらっていない」
が 29.7％で最も多かった。OTC 医薬品の購
入も過去1年で一度もない回答者が56.3％い
た。 
また、処方してもらう薬について飲み残す
ことがあるかという設問では「残すことがあ
る」という回答者が 45.3％いた。 
市民が災害時に備えて日頃から備蓄すべ
きものとしては、解熱剤・鎮痛・総合感冒剤
を挙げる回答者が多かった（複数回答可）。 
 
（６）慢性疾患薬服薬市民対象調査 
①回答者の属性 

400 名から回答協力を得た。回収率は
25.6％だった。 
回答者の平均年齢 51.7 歳であり、男性

65.3％、女性 34.8％だった。婚姻状況につい
ては未婚 24.3％、既婚 68.8％、離死別 7.0％
であった。 
回答者の身近な 2次災害リスク（複数回答
可）については火災の延焼が 47.3％、津波が
14.0％、土砂災害が 14.5％、洪水が 18.0%、
液状化現象が 17.0％、帰宅難民が 27.8％、そ
の他が 0.8％、危険なしは 24.5％だった。 
 
②回答者の受診・処方動向と医薬品の備蓄 
過去 1年間の医療機関への受診頻度につい
て尋ねたところ、「1~2 ヶ月に 1 回受診」が
50.2％で最も多かった。 
同様に過去 1年間の処方歴についても尋ね
たところ、「1~2 ヶ月に 1回程度」が 52.0％
で最も多かった。 
回答者のうち、「かかりつけ医」がいる者
は 80.3％、 「かかりつけ薬局」がある者は
66.0％、「お薬手帳」を持っている者は 87.3％
だった。 
慢性疾患薬の残薬状況について尋ねたと
ころ、「沢山ある」が 6.3％、「少しある」が
35.8％、「残薬がたまる前に廃棄」が 10.8％、
「残薬はない」は 47.3％だった。 
また、自分の慢性疾患薬を備蓄しているか
尋ねたところ、「備蓄あり」という回答が
30.3％あった。 
 
（７）向精神薬服薬市民対象調査 
①回答者の属性 

400 名から回答協力を得た。回収率は
28.8％だった。 
回答者の平均年齢は 46.4歳で、男性 55.8％、
女性 44.3％であった。婚姻状況については未
婚 36.5％、既婚 54.0％、離死別 9.5％だった。 
回答者の身近な 2次災害リスク（複数回答
可）については、火災の延焼が 51.0％、津波
が 14.5％、土砂災害が 19.5％、洪水が 25.5%、
液状化現象が 15.8％、帰宅難民が 33.8％、そ
の他が 1.0％、危険なしは 20.5％であった。 
 
②回答者の受診・処方動向と医薬品の備蓄 
過去 1年間の医療機関への受診頻度につい
て尋ねたところ、「1~2 ヶ月に 1 回受診」が
46.5％で最も多かった。 
同様に過去 1年間の処方歴についても尋ね
たところ、「1~2 ヶ月に 1回程度」が 36.0％
で最も多かった。 
回答者のうち、「かかりつけ医」がいる者
は 78.0％、 「かかりつけ薬局」がある者は
74.0％、「お薬手帳」を持っている者は 88.3％
だった。 
回答者の処方されている医薬品について
尋ねたところ、抗うつ薬 64.5%、抗不安薬
43.3%、抗精神薬 19.0%、抗てんかん薬 7.2%、
睡眠導入剤 68.5%、その他 1.0%であった。 
医薬品の残薬状況については、「沢山ある」



が 11.0％、「少しある」が 41.5％、「残薬がた
まる前に廃棄」が 11.3％、「残薬はない」は
36.3％という結果であり、災害時のために医
薬品を自己備蓄している者は 30.5％いた。 
 
（８）結論 
上記の結果、自分の職場で備蓄すべき医薬
品について、医師・薬剤師は多くの種類を列
挙していたが、介護職はほとんど備蓄を考慮
していない傾向がみられた。介護職の場合、
訪問介護という形態もあるため、備蓄場所と
いう点で難しいという可能性も考えられた。 
一般市民が、自分たちの備蓄しておくべき
医薬品として高い回答率だったのは解熱
剤・鎮痛・総合感冒薬であったが、医師や薬
剤師は糖尿病治療薬や降圧剤などの慢性疾
患薬についても市民が備蓄しておくべき医
薬品として上位に挙げており、見解の相違が
みられた。 
また、慢性疾患薬服薬市民と向精神薬服薬
市民については、いずれも処方薬を使い切っ
ているのは半数以下であり、30％以上が備蓄
していた。 
更なる分析を今後も行う予定であるが、こ
のように①医師、薬剤師、介護職が各職場で
備蓄すべきと考える医薬品に相違があるこ
と、②健康的な回答者が多い一般市民と日常
的に服薬を行っている市民とでは医薬品備
蓄に対する考え方等に相違があること、③医
療系専門職と一般市民の間には、市民が備蓄
しておくべき医薬品の種類について相違が
あることが明らかとなった。 
災害時の医薬品備蓄について多種多様な
立場から実態を明らかにすることが本研究
のオリジナリティであり、上記 3つの相違の
原因等について分析を行うことで更なる発
展が見込まれる。 
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